様式第１号の１(第７条関係)
　　年　　月　　日　
　宮津市長　様
　　　　　　　　　　　　　　　　	　（申請者）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　					住所　
　　　　　　					氏名　　　　　　　　　　　　　　　　（※）
（※）本人が手書きしない場合は、記名押印してください。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　	電話番号　
宮津市木造住宅耐震改修等事業補助金交付申請書
宮津市木造住宅耐震改修等事業補助金交付要綱第７条の規定に基づき、耐震改修を行いたいので、下記のとおり申請します。なお、補助金交付の審査のため、市が住民基本台帳、戸籍台帳、固定資産台帳等について照合を行うこと、また、市が補助を受けるために個人情報を関係官庁に報告することについて同意します。
記
	1　住宅の概要

	1)
	住宅の所在地
	宮津市字

	2)
	住宅の種類
	専用住宅　・　(　　　　)併用住宅・長屋住宅

	3)
	建築年次
	　　年　　月完成

	4)
	階数
	　階建

	5)
	延べ面積
	m2

	6)
	併用住宅の住宅以外の面積
	　　　　　　　　　　　㎡

	7)
	住宅の所有者
	

	2　工事概要

	1)
	予定工期
	　　　　年　　月　　日　～　　　年　　月　　日

	2)
	耐震改修費(耐震設計費含む)
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	3)
	補助対象経費
	円
（上限1,900,000円）

	4)
	補助申請額
	円
（上限1,900,000円）

	5)
	耐震改修による評点
	（工事前）　　　　→（工事後）　　　　　　　　　　　　　


※　添付書類
(1)　耐震改修工事見積書（設計事務所及び工事施工会社等の記名押印のあるもの。写し可）
(2)　耐震診断結果報告書（写し）
(3)　耐震補強計画書　（案内図、平面図、補強計画図、耐震改修後の建物の総合判定（建築士の記名押印及び建築士免許の写しの添付があるもの）等）
(4)　建築年月日の証明書類（確認通知書・検査済証、家屋課税台帳(名寄帳)、登記事項証明書）
(5)　市税に滞納がないことを証する書面（完納証明書）
(6)　賃借人その他権原に基づき当該住宅に居住する者が申請する場合は、所有者の同意書
(7)　工事後の評点が0.7以上1.0未満の改修を行う場合は、その理由がわかる書類
(8)　その他市長が必要と認める書類 ◆ご注意◆
改正建築基準法が2025年4月から施行されたことに伴い、2階建て以上又は床面積200㎡超の木造住宅の耐震改修工事を行う際に、建築確認申請手続きが必要となる場合があります。
[bookmark: _GoBack]本補助金交付申請を行う前に、建築確認申請手続きの要否をご確認いただき、必要な場合は、必ず建築確認申請を行っていただきますようお願い致します。（建築確認申請が必要な場合は、工事完了後に提出いただく実績報告書に検査済証(写し)の添付をお願い致します。）

